
 

 

 

和解契約書（全部和解） 
 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」

という。）において、申立人Ｘ１（以下「申立人」という。）と被申立人東京電

力株式会社（以下「被申立人」という。）は、次のとおり和解する。 
第１ 和解の範囲 

申立人と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記期間に限る。）に

ついて和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばな

いことを相互に確認する。 
記 

損害項目 
１ 避難費用、一時立入費用             ２８万円 
２ 生活費増加費用             １３万５８００円 
３ 精神的損害（日常生活阻害慰謝料）       ２６６万円 
４ 生命・身体的損害           １７３万１１５０円 
５ 弁護士費用               １４万４２０９円 
期  間  平成２３年３月１１日から平成２４年２月２９日まで 

第２ 和解金額 
被申立人は、申立人に対し、第１項所定の損害項目及び期間に対する和

解金として、金４９５万１１５９円の支払義務があることを認める。 
第３ 既払いの未清算仮払補償金 

申立人及び被申立人は、被申立人が申立人に対し、第１項記載の損害に

対する未清算の仮払補償金１０５万円を支払済みであることを確認する。 
   この未清算の仮払補償金１０５万円について、第２項記載の和解金４９

５万１１５９円と清算する。 
第４ 支払方法 

 （省略） 
第５ 清算条項 

申立人と被申立人は、第１項記載の損害項目（同項記載の期間に限る。

また、その遅延損害金を含む。）については、本和解に定めるもののほか、

当事者間に何らの債権債務がないことを相互に確認する。ただし、第１項

３及び４記載の損害項目及び期間については、本和解に定める金額を超え

る部分につき、清算の効力は及ばず、申立人が被申立人に対して別途損害

賠償請求することを妨げないことを相互に確認する。 

452-1  旧警戒区域（浪江町）から避難した申立人ら２名の日常生活阻害慰謝料に

ついて、知的障害者と高齢者を介護しながら、多数回の避難移動を実行した

こと等を考慮して、うち１名が６割増額され、また、これらの事由に加えて

自身の持病悪化を伴った他１名が１２割増額された事例。 



第６ 手続費用 
   本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 
 
 本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人代理人及び

被申立人が署名（記名）・押印の上、申立人が１通、被申立人が１通を保有する

ものとする。また、被申立人は、本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償

紛争解決センターに交付する。 
平成２５年４月１２日 
 
 
（仲介委員 花﨑浜子） 



 

 

 

 

和解契約書（全部和解） 
 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」と

いう。）において、申立人Ｘ２（以下「申立人」という。）と被申立人東京電力株式

会社（以下「被申立人」という。）は、次のとおり和解する。 
第１ 和解の範囲 

申立人と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記期間に限る。）につ

いて和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばないこと

を相互に確認する。 
記 

損害項目 
１ 一時立入費用                  １２万円 
２ 精神的損害（日常生活阻害慰謝料）       １９４万円 

  ３ 就労不能等損害                 ８４万円 
４ 生命・身体的損害            ４８万１３００円 
５ 弁護士費用               １０万１４３９円 

期  間  平成２３年３月１１日から平成２４年２月２９日まで 
第２ 和解金額 

被申立人は、申立人に対し、第１項所定の損害項目及び期間に対する和解金

として、金３４８万２７３９円の支払義務があることを認める。 
第３ 既払いの未清算仮払補償金 

申立人及び被申立人は、被申立人が申立人に対し、第１項記載の損害に対す

る未清算の仮払補償金１０５万円を支払済みであることを確認する。 
   この未清算の仮払補償金１０５万円について、第２項記載の和解金３４８万

２７３９円と清算する。 
第４ 支払方法 

（省略） 
第５ 清算条項 

申立人と被申立人は、第１項記載の損害項目（同項記載の期間に限る。また、

その遅延損害金を含む。）については、本和解に定めるもののほか、当事者間

に何らの債権債務がないことを相互に確認する。ただし、第１項２及び４記載

の損害項目及び期間については、本和解に定める金額を超える部分につき、清

算の効力は及ばず、申立人らが被申立人に対して別途損害賠償請求することを

452-2  旧警戒区域（浪江町）から避難した申立人ら２名の日常生活阻害慰謝料につい

て、知的障害者と高齢者を介護しながら、多数回の避難移動を実行したこと等を

考慮して、うち１名が６割増額され、また、これらの事由に加えて自身の持病悪

化を伴った他１名が１２割増額された事例。 



 
妨げないことを相互に確認する。 

第６ 手続費用 
   本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 
 
 本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人代理人及び被申

立人が署名（記名）・押印の上、申立人が１通、被申立人が１通を保有するものとす

る。また、被申立人は、本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償紛争解決セン

ターに交付する。 
平成２５年４月１２日 
 
 
（仲介委員 花﨑浜子） 


